
 

自動車運送事業に係る交通事故要因分析検討会（平成 19 年度）の概要 

 

１．交通事故統計の傾向分析（マクロ分析） 

 平成 18 年の自動車運送事業者による事故の発生傾向は、以下のとおりです。 

 

○ 自動車運送事業者が第一当事者となった事故件数は 65,541 件（対前年比 4.2％減）、死者数

は 656 人（同 11.4％減）、負傷者数は 81,735 人（同 4.1％減）。 

○ バス事業者による事故件数は 3,897 件（同 1.7％増）で、うち車内事故が 1,286 件（33.0％）。

車内事故のうち負傷者は、65 歳以上の高齢者が 794 人（61.7％）。 

○ ハイタク事業者による事故件数は 26,704 件（同 3.9％減）で、うち出会い頭事故が 6,123

件（22.9％）。また、実車時・空車時別に見ると、空車時の事故が 20,223 件（75.7％）と圧倒

的に多く、そのうち約半数が２輪車。 

○ トラック事業者による事故件数は 34,940 件（同 5.0％減）で、うち追突事故が 17,371 件

（49.7％）と約半数。このうち大型貨物車による追突事故が 6,426 件（37.0％）。 

○ 運転者の健康状態に起因する事故として国土交通省に届出のあった件数は 83 件に上り、平

成 10 年以降一貫して増加（平成 18 年は平成 14 年の 1.8 倍）。 

 

２．事故事例の詳細分析（ミクロ分析） 

    交通事故統計の傾向分析を踏まえ、全国の地方運輸局及び運輸支局の調査員が行った事故調査

結果に基づき、事故事例の詳細分析を行いました。概要は以下のとおりです。 

 

（１）バスの車内事故、旅客乗降時の事故（低床バスを優先） 

「旅客への着席案内が無かった」、「乗務員がマイクを活用していなかった」、「車内ミラー

の死角により運転者の車内確認に支障が生じた」等の事例が多く見られ、車内の安全確保に

ついてバス利用者に理解を求めることの必要性が確認されました。 

（２）ハイタクの出会い頭、右折時衝突事故（二輪車両との衝突事故を優先） 

「信号機の無い生活道路における安全確認が不足していた」、「二輪車両が右折時に対向車

の陰となっていた」等の事例が見られ、特に二輪車両との衝突事故を防止するための安全対

策の必要性が確認されました。 

（３）トラックの追突事故（運転者の過労に起因すると思われる事故を優先） 

「点呼の実施が不適切であった」、「労働時間等の関係法令が遵守されていない」、「運転者

の健康診断が実施されていない」等の事例が多く見られ、過労運転防止対策の必要性が確認

されました。 

（４）健康起因による事故（全業態共通） 

運転中に運転者が意識を消失した事故について分析しました。基礎疾患は高血圧が多く、

「健康診断の再検査を受診していない」、「乗務前に前駆症状はあるものの、自己申告してい

ない」、「運行管理者等は運転者に対する生活習慣病を予防していくための指導が不十分であ

る」等の問題が確認されました。 
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３．安全対策の提言�トラックの過労運転による事故を防止するための安全対策の提言� 

    トラック事業者、行政機関等の関係者が連携して過労運転を防止するために、取り組むことが

望ましい具体的な安全対策を検討し、提言としてとりまとめました。概要は以下のとおりです。 

 

（１）運行と過労のメカニズムの理解促進及び休憩・睡眠の改善 

「トラック輸送の過労運転防止対策マニュアル」を活用し、運行と過労のメカニズム、休

憩・睡眠の改善等に関して事業者等の理解を促進 

（２）運行管理（点呼、労働時間の管理等）の徹底 

・点呼等を通じた健康状態の的確な把握、運転者・交替運転者の確保、余裕のある運行計画

の策定・実施 

・デジタルタコグラフ、ドライブレコーダー等新技術・運行支援の積極的な導入 

・関係機関と連携した行政監査、運輸安全マネジメント評価の実施 

（３）日常的な健康状態の把握・指導 

・「トラック輸送の過労運転防止対策マニュアル」を活用し、日常的な健康管理を推進 

・運転者自身による疲労チェック方法の普及・活用 

（４）運転者が相談しやすい職場環境の整備 

相談しやすい職場環境づくり、運転者と運行管理者間のコミュニケーション強化 

（５）荷主・元請事業者との連携・協力 

・「安全運行パートナーシップ・ガイドライン」の着実な実施 

・Ｇマークの積極的な取得及び関係者によるＧマークの広報の充実 

・行政処分情報（ネガティブ情報）の提供・活用 

（６）車両面の安全対策 

衝突被害軽減ブレーキ、実用化されたＡＳＶ技術の普及促進 

（７）走行・荷役環境面の対応 

着荷主を含む関係者による車両待機場所の確保、荷役環境面の施設改善
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